
○　会計別決算の状況

（単位：千円） （参考）

※企業会計は、収益的収支額を計上しています(税抜き)。
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　令和６年度の各会計別決算の状況は次のとおりです。
　一般会計は歳入総額２２３億２，５６９万６千円、歳出総額２２２億２４６万９千円で、翌年度への繰越財源５，１１０万２千円を除
いた実質収支額は７，２１２万５千円となりました。
　特別会計は、８会計合計で、歳入総額１０７億１６４万円、歳出総額１０５億１，１９４万５千円となりました。
　企業会計については、水道事業において、事業の効率化と経費削減に努めましたが、４０万５千円の赤字となりました。下水道事業は、
施設の統廃合推進と事業の効率化に努めましたが、人口減少等の社会情勢変化等により使用料収入だけでは賄えず、一般会計からの補塡
を行う中で、４４３万６千円の黒字となりました。病院事業は、診療報酬改定や、物価高騰、人件費の増、総合医療情報システムの更新
に伴う減価償却費の増等により、５億８，４８４万８千円の赤字となりました。
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***令和６年度決算の概要***
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○　一般会計の状況

(1)　歳入の状況

（単位：千円、％）

9 環境性能割交付金 30,315 0.1 27,788 0.1 2,527
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合　　　　　計

　市税は、法人市民税が８，１１４万２千円増加（前年度と比べ２８．１％増）したものの、国の定額減税に伴い個人市民税が１億
４，０５１万９千円減少（前年度と比べ７．９％減）となったことなどから、市税全体として４，８６６万円の減収（前年度と比べ
１．０％減）となりました。
　地方交付税は２億４３２万１千円、地方特例交付金は１億６，２５７万２千円、それぞれ増加しました。繰入金は、財政調整基金か
らの繰入れを行わなかったこと等により、６億６，５０８万５千円減少しました。
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(2)　歳出の状況

(ｱ)　目的別

（単位：千円、％）

0.8議会費

　民生費は定額減税調整給付金や物価高騰支援給付金の増加、児童手当の制度改正等により２億５，９４５万円増加しました。衛
生費は、西脇多可行政事務組合負担金（新ごみ処理施設整備事業）の増加等により１億６，６０７万８千円増加し、教育費は小中
学校の校務支援システムの更新等により２億３０４万５千円増加しました。
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(ｲ)　性質別

（単位：千円、％）
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　人件費は給与改定等により２億９，９０７万３千円増加し、扶助費は定額減税調整給付金や物価高騰支援給付金の支給等により
１億２，７１６万６千円増加しました。
　普通建設事業費は、補助事業費が増加した一方で、単独事業費が減少したことから全体としては横ばいとなりました。
　また、物件費は物価高騰の影響等により２億８，９２４万９千円増加し、補助費等はふるさと納税の増に伴う寄附者報償費の増
等により１億１，３００万１千円増加しました。
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単独事業費

311,656

9,363,880
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○　財政指標

経常収支比率 (%)

自主財源比率 (%)

実質公債費比率 (%)

財政力指数 0.440.45

区　　　分 令和６年度 令和５年度
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自 主 財 源 比 率

0.45 0.45 0.45 0.44 0.45
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0.60

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

財 政 力 指 数

※自主財源比率とは、地方公共団体が自主的に確保できる財源の、歳入
に占める割合をいいます。地方税や使用料、手数料、財産収入等が自
主財源に当たります。

※実質公債費比率とは、借入金（地方債）の返済額の大きさを指標化し、
資金繰りの程度を示すものです。この比率が低いほど返済の負担が軽
いことを意味し、１８％以上の団体については、地方債の発行に際し

総務大臣等の許可が必要となります。

8.5 8.7
9.4

10.4 10.3

6.0

8.0

10.0

12.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

実 質 公 債 費 比 率

※財政力指数とは、自治体の財政力の強弱を表す指標で、基準財政収入

額を基準財政需要額で除して得られた数値の過去３年間の平均をいい

ます。財政力指数が「１」に近いほど財政力が強いと判断できます。

・基準財政収入額：普通地方税×７５％＋地方譲与税等
・基準財政需要額：自治体が、合理的で妥当な水準の行政活動を行う

ために必要な財政需要を、各行政項目ごとに算定
して求めた額

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９０．１％で、前年度より
０．７ポイント良化しました。実質公債費比率については、０．１ポ
イント良化しました。
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91.5
90.8
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90.0
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

経 常 収 支 比 率

※経常収支比率とは、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に

収入される財源のうち、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常
的に支出される経費に充当されたものが占める割合をいいます。
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○　市債現在高の状況

（単位：千円）

一般会計

区　　　　　分

388,500

624,303

　借入金である市債の一般会計の令和６年度末現在高は、１６億３５４万円減少（前年度と比べ７．８％減）し、企業会計を含めた市全
体では３４億１，４９８万円減少（前年度と比べ８．４％減）しました。

20,482,647

216,900

153,900 634,757病院事業

40,896,254

令和６年度末

4,039,283

115,494 1,093,011

2,199,940

18,879,107

1,449,689

20,413,607

水道事業

企業会計

10,319,716

37,481,274

7,189,440

令和５年度末 令和６年度中増減額

現在高 市債発行額 元金償還額 現在高

7,670,297

下水道事業 11,552,505

235,803 1,839,343

18,602,167

17,7001,190,805

合　　　　計

24,259,425 23,810,154

22,201,958

20,482,647

18,879,107

15,461,893
14,180,872

12,825,560
11,552,505

10,319,716

1,491,099 1,341,109 1,313,868 1,190,805 1,093,011

8,163,505 7,590,327 7,126,207 7,670,297 7,189,440

162,829 69,685 0 0 00
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30,000,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

一般会計 下水道 水道事業 病院事業 その他
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○　基金の状況

（単位：千円）

12,545,802

1,788,866

生 活 排 水 処 理 事 業 基 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

5,819

減 債 基 金

　貯金である基金の令和６年度末残高は、１２５億４，５８０万２千円で、前年度に比べ４億８，９７４万８千円増加しました。財政調
整基金は１億２，１７２万５千円増加しました。公共施設整備基金については、４億２，４３１万９千円積み立てた一方、新ごみ処理施
設など公共施設の整備事業へ充当するため３億４，１８２万４千円取り崩しました。

75,791

令和６年度中増減額

782,198699,872

36,160 245,037

積　立　額

17,75317,753

1,713,047

1,375,563

1,881,791

令和５年度末

5,299,648
取り崩し額

121,725
現在高

令和６年度末

財 政 調 整 基 金

区　　　　　　分

33

0

76,927

合　　　　　計 12,056,054

1,667,138そ の 他 基 金

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金

908,849

公 営 墓 地 基 金

地 域 福 祉 基 金

環 境 基 金

0

787,121

1,223,299

5,819

424,319 341,824

82,326

82,377

378,496 62,041

1,799,296

30,584

5,483

440,537

地 域 振 興 基 金

1,560

0

1,375,563

現在高

97,736

509,2871,560

27,579 145,948

0

05,177,923

250,613

公 共 施 設 整 備 基 金

509,287

4,925,978 5,017,754
5,412,057

5,177,923 5,299,648

42,554 42,562 42,571 97,736 145,948
1,593,066 1,783,076 1,742,253 1,799,296 1,881,791

4,098,161 4,202,097
4,600,102

4,981,099
5,218,415

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

財政調整基金 減債基金 公共施設整備基金 その他基金

単位：千円
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